
令和４年度
　

菊川市介護保険特別会計予算　説明資料

静　岡　県　菊　川　市
  





歳入 （単位：千円）

款 項 目 節
細
節

節及び細節名称
予算
書頁

当　初
予算額
(a)

前年度
予算額
(b)

差   額
(a-b)

説　　　　　　　　明

1 1 1 1 －
現年度分特別徴収
保険料

－ 758,654 756,171 2,483

1 1 1 1 1 特別徴収保険料 7 758,654 756,171 2,483
　年金から天引きされ、社会保険庁など年金保険者から納付される第
１号被保険者介護保険料

1 1 1 2 －
現年度分普通徴収
保険料

－ 68,889 58,447 10,442

1 1 1 2 1 普通徴収保険料 7 68,889 58,447 10,442
　65歳到達後年金天引きが開始されるまでの期間及び年金受給年額18
万円未満等の方から納付書、口座振替等によって納付される第１号被
保険者介護保険料

1 1 1 3 －
滞納繰越分普通徴
収保険料

－ 1,500 1,500 0

1 1 1 3 1
滞納繰越分普通徴
収保険料

7 1,500 1,500 0 　滞納繰越分普通徴収保険料

2 1 1 1 － 総務手数料 － 1 1 0

2 1 1 1 1 証明手数料 7 1 1 0 　証明手数料

3 1 1 1 － 現年度分 － 638,707 625,460 13,247

3 1 1 1 1 介護給付費負担金 7 638,707 625,460 13,247
　介護給付費に対する現年度分国負担金（施設給付費分15％、居宅給
付費分20％）

3 2 1 1 － 現年度分 － 97,084 110,980 △ 13,896

－1－ 介護保険



－2－ 介護保険

歳入 （単位：千円）

款 項 目 節
細
節

節及び細節名称
予算
書頁

当　初
予算額
(a)

前年度
予算額
(b)

差   額
(a-b)

説　　　　　　　　明

3 2 1 1 2 調整交付金 7 97,084 110,980 △ 13,896
　第１号被保険者年齢階級別・所得の分布状況に応じた介護給付費用
に対する調整交付金

3 2 2 1 － 現年度分 － 26,645 24,918 1,727

3 2 2 1 1
介護予防・日常生
活支援総合事業交
付金

7 26,645 24,918 1,727 　介護予防・日常生活支援総合事業に対する国交付金

3 2 3 1 － 現年度分 － 21,690 28,730 △ 7,040

3 2 3 1 1
包括的支援事業等
交付金

7 21,690 28,730 △ 7,040
　包括的支援事業等（地域包括支援センター運営費、任意事業費及び
社会保障充実分事業費）に対する国交付金（38.5％）

3 2 4 1 －
保険者機能強化推
進交付金

－ 7,449 8,000 △ 551

3 2 4 1 1
保険者機能強化推
進交付金

8 7,449 8,000 △ 551
　自立支援・重度化防止等に対する国交付金（評価指標に基づく達成
状況により交付）

3 2 5 1 －
介護保険保険者努
力支援交付金

－ 7,853 9,000 △ 1,147

3 2 5 1 1
介護保険保険者努
力支援交付金

8 7,853 9,000 △ 1,147
　介護予防等の取り組みに対する国交付金（評価指標に基づく達成状
況により交付）

4 1 1 1 － 現年度分 － 958,069 941,045 17,024

4 1 1 1 1
第２号被保険者保
険料交付金

8 958,069 941,045 17,024
　介護給付費に対して、第２号被保険者の介護保険料納付金分として
社会保険診療報酬支払基金から交付される交付金（27％）



歳入 （単位：千円）

款 項 目 節
細
節

節及び細節名称
予算
書頁

当　初
予算額
(a)

前年度
予算額
(b)

差   額
(a-b)

説　　　　　　　　明

4 1 2 1 － 現年度分 － 31,090 29,901 1,189

4 1 2 1 1
地域支援事業交付
金

8 31,090 29,901 1,189
　介護予防・日常生活支援総合事業費に対して、第２号被保険者の介
護保険料納付金分として社会保険診療報酬支払基金から交付される交
付金（27％）

5 1 1 1 － 現年度分 － 514,524 507,279 7,245

5 1 1 1 1 介護給付費負担金 8 514,524 507,279 7,245
　介護給付費に対する現年度分県負担金（施設給付費分17.5％、居宅
給付費分12.5％）

5 2 1 1 － 現年度分 － 14,393 13,843 550

5 2 1 1 1
介護予防・日常生
活支援総合事業交
付金

8 14,393 13,843 550 　介護予防・日常生活支援総合事業に対する県交付金（12.5％）

5 2 2 1 － 現年度分 － 10,844 14,365 △ 3,521

5 2 2 1 1
包括的支援事業等
交付金

8 10,844 14,365 △ 3,521
　包括的支援事業等（地域包括支援センター運営費、任意事業費及び
社会保障充実分事業費）に対する県交付金（19.25％）

6 1 1 1 － 利子及び配当金 － 5 5 0

6 1 1 1 1
介護給付費準備基
金積立金利子

9 5 5 0 　介護給付費準備基金積立金利子

7 1 1 1 － 現年度分 － 443,550 435,669 7,881

－3－ 介護保険



－4－ 介護保険

歳入 （単位：千円）

款 項 目 節
細
節

節及び細節名称
予算
書頁

当　初
予算額
(a)

前年度
予算額
(b)

差   額
(a-b)

説　　　　　　　　明

7 1 1 1 1 介護給付費負担金 9 443,550 435,669 7,881 　介護給付費に対する現年度分市負担金（12.5％）

7 1 2 1 － 現年度分 － 14,393 13,843 550

7 1 2 1 1
介護予防・日常生
活支援総合事業負
担金

9 14,393 13,843 550 　介護予防・日常生活支援総合事業に対する市繰入金（12.5％）

7 1 3 1 － 現年度分 － 10,844 14,365 △ 3,521

7 1 3 1 1
包括的支援事業等
負担金

9 10,844 14,365 △ 3,521 　地域包括支援センター運営費等に対する市繰入金（19.25％）

7 1 4 1 － 現年度分 － 25,034 24,932 102

7 1 4 1 1
低所得者保険料軽
減負担金

9 25,034 24,932 102 　低所得者保険料軽減に対する繰入金

7 1 5 1 － 事務費繰入金 － 40,060 39,507 553

7 1 5 1 1 事務費繰入金 9 40,060 39,507 553
　介護保険特別会計運営に必要となる一般管理費、賦課徴収費及び介
護認定審査会費等事務費に対する一般会計からの繰入金

7 1 6 1 － 現年度分 － 2,471 0 2,471

7 1 6 1 1
保健・介護予防一
体的実施事業委託
金

9 2,471 0 2,471 　高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業委託料



歳入 （単位：千円）

款 項 目 節
細
節

節及び細節名称
予算
書頁

当　初
予算額
(a)

前年度
予算額
(b)

差   額
(a-b)

説　　　　　　　　明

7 2 1 1 －
介護給付費準備基
金繰入金

－ 68,680 52,271 16,409

7 2 1 1 4 介護給付費繰入金 9 68,680 52,271 16,409
　介護保険の給付に要する費用について、その支払に不足を生じた場
合の資金に充てるため設置された基金からの繰入金

8 1 1 1 － 繰越金 － 1 0 1

8 1 1 1 1 前年度繰越金 10 1 0 1 　前年度繰越金

9 1 1 1 －
第１号被保険者延
滞金

－ 1 1 0

9 1 1 1 1
第１号被保険者延
滞金

10 1 1 0 　第１号被保険者延滞金

9 1 2 1 －
第１号被保険者加
算金

－ 1 1 0

9 1 2 1 2
第１号被保険者加
算金

10 1 1 0 　第１号被保険者加算金

9 1 3 1 － 過料 － 1 1 0

9 1 3 1 3 過料 10 1 1 0 　過料

9 2 1 1 － 預金利子 － 1 1 0

－5－ 介護保険



－6－ 介護保険

歳入 （単位：千円）

款 項 目 節
細
節

節及び細節名称
予算
書頁

当　初
予算額
(a)

前年度
予算額
(b)

差   額
(a-b)

説　　　　　　　　明

9 2 1 1 4 歳計現金利子 10 1 1 0 　歳計現金利子

9 3 1 1 － 第三者納付金 － 1 1 0

9 3 1 1 5 第三者納付金 10 1 1 0 　第三者行為に係る損害賠償金

9 3 2 1 － 返納金 － 1 1 0

9 3 2 1 6 返納金 10 1 1 0 　返納金

9 3 3 2 － 地域支援事業雑入 － 1,600 1,576 24

9 3 3 2 2
一般介護予防事業
負担金

10 1,396 1,372 24 　一般介護予防事業負担金

9 3 3 2 10
介護予防サービス
事業負担金

10 204 204 0 　介護予防サービス利用者負担金

3,764,036 3,713,956 50,080歳入合計



歳出 （単位：千円）

1 1 1 1 一般管理費（介護特会） 11 3,434 3,307 127

　第１号被保険者の資格管理及び介護保険事務全般に必要と
なる費用。介護保険事務に係る会計年度任用職員報酬、被保
険者証・保険給付費通知書等の郵送料、国民健康保険団体連
合会共同処理に係る手数料等

・

1 2 1 1 賦課徴収費（介護特会） 11 2,887 2,714 173

　第１号被保険者介護保険料賦課徴収に必要となる費用。納
入通知書・督促状・封筒の印刷製本費、コンビニ収納手数
料、保険料額決定通知書・督促状・所得照会に必要となる郵
送料等

・

1 3 1 1 介護認定審査会費 11 33,026 31,535 1,491

　介護認定及び介護認定審査会運営に必要となる費用。介護
認定調査員９人、介護認定調査指導員及び介護認定適正化指
導員報酬、介護認定結果通知等の郵送料、主治医意見書作成
手数料、小笠掛川介護認定審査会負担金等

・

1 4 1 1 趣旨普及費（介護特会） 12 61 1,348 △ 1,287 　介護保険広報用の費用。資格取得者用パンフレット代。 ・

2 1 1 1 居宅介護サービス費 12 1,677,782 1,608,547 69,235

　要介護認定者（要介護１～要介護５）が利用した居宅サー
ビス費に対して支給する費用。居宅介護サービス給付費、特
例居宅介護サービス給付費、居宅介護福祉用具購入費、居宅
介護住宅改修費、居宅介護サービス計画給付費及び特例居宅
介護サービス計画給付費

・

2 1 2 1
地域密着型介護サービス
費

12 322,285 322,285 0
　要介護認定者（要介護１～要介護５）が利用した地域密着
型介護サービス費に対して支給する費用。地域密着型介護
サービス給付費及び特例地域密着型介護サービス給付費

・

2 1 3 1 施設介護サービス費 13 1,327,009 1,327,338 △ 329
　介護保険施設（介護老人福祉施設・介護老人保健施設・介
護療養型医療施設・介護医療院）入所者の施設介護サービス
費に対して支給する費用

・

2 2 1 1 介護予防サービス費 13 54,830 49,286 5,544

　要支援認定者（要支援１・要支援２）が利用した介護予防
サービス費に対して支給する費用。介護予防サービス給付
費、特例介護予防サービス給付費、介護予防福祉用具購入
費、介護予防住宅改修費、介護予防サービス計画給付費及び
特例介護予防サービス計画給付費

・

款 項 目 事業 事業名称
予算
書頁

当　初
予算額
(a)

前年度
予算額
(b)

差   額
(a-b)

説　　　　　明
別紙説
明書頁

－7－ 介護保険



－8－ 介護保険

歳出 （単位：千円）

款 項 目 事業 事業名称
予算
書頁

当　初
予算額
(a)

前年度
予算額
(b)

差   額
(a-b)

説　　　　　明
別紙説
明書頁

2 2 2 1
地域密着型介護予防サー
ビス費

13 937 937 0

　要支援認定者（要支援１・要支援２）が利用した地域密着
型介護予防サービス費に対して支給する費用。地域密着型介
護予防サービス給付費及び特例地域密着型介護予防サービス
給付費

・

2 3 1 1 審査支払費 13 2,616 2,616 0
　介護サービス費の請求に関する審査等を行う国民健康保険
団体連合会に支払う審査支払手数料

・

2 4 1 1 高額介護サービス等費 14 62,520 62,520 0
　要介護認定者等が受けた介護サービス費に対して支払う利
用者負担額が、一定額を超えた場合に支給する費用

・

2 5 1 1
高額医療合算介護サービ
ス費

14 8,200 7,200 1,000
　各医療保険における世帯内で１年間の医療及び介護両制度
における自己負担額が一定の上限額を超える部分について支
給する費用

・

2 5 2 1
高額医療合算介護予防
サービス費

14 30 30 0
　各医療保険における世帯内で１年間の医療及び介護両制度
における自己負担額が一定の上限額を超える部分について支
給する費用

・

2 6 1 1
特定入所者介護サービス
等費

14 92,198 104,594 △ 12,396

　低所得者の居住費・食費負担軽減のための給付費用。特定
入所者介護サービス給付費、特例特定入所者介護サービス給
付費、特定入所者介護予防サービス給付費及び特例特定入所
者介護予防サービス給付費

・

3 1 1 1 予防サービス事業費 15 75,174 72,352 2,822
　要支援認定者及び総合事業の事業対象者に対して行う介護
予防サービスの事業経費等

・

3 1 2 1
介護予防ケアマネジメン
ト事業費

15 5,400 7,920 △ 2,520 　介護予防ケアマネジメントの費用 ・

3 1 3 1
高額介護予防サービス費
相当事業費

15 182 267 △ 85
　総合事業の事業対象者等が利用した介護予防・生活支援
サービス費に対して支払う利用者負担額が、一定額を超えた
場合に支給する費用

・

3 1 4 1
高額医療合算介護予防
サービス等費相当事業費

15 140 100 40

　各医療保険における世帯内で１年間の医療及び介護両制度
における自己負担額が著しく高額となった場合に、一定の上
限額を超える部分について支給する事業の総合事業分につい
ての費用

・



歳出 （単位：千円）

款 項 目 事業 事業名称
予算
書頁

当　初
予算額
(a)

前年度
予算額
(b)

差   額
(a-b)

説　　　　　明
別紙説
明書頁

3 2 1 1 介護予防普及啓発事業費 16 36,910 32,376 4,534
　介護が必要とならないよう、早期に介護予防に取り組んで
もらうために行う普及啓発事業に要する経費（詳細について
別紙資料あり）

11

3 2 1 2
地域介護予防活動支援事
業費

16 1,067 1,114 △ 47
　地域での介護予防活動を推進するために行うボランティア
養成講座の委託費等

・

3 2 1 3
地域リハビリテーション
活動支援事業費

16 150 120 30
　地域の介護予防活動に対して理学療法士等を派遣するため
の費用

・

3 3 1 1 包括的支援事業費 16 25,069 28,677 △ 3,608
　地域包括支援センターの運営に要する事務費等（詳細につ
いて別紙資料あり）

12

3 3 1 2
職員給与費（介護保険特
別会計）

17 10,314 25,588 △ 15,274 　地域包括支援センター職員2人の給料、手当等及び共済費 ・

3 3 2 1
介護給付等費用適正化事
業費

17 378 378 0
　介護給付費等費用の適正化のために行う給付費通知の郵送
料

・

3 3 2 2 家族介護支援事業費 17 945 999 △ 54
　在宅介護をする家族への支援事業。高齢者を介護する家族
等を対象とした講座や在宅介護を支援するための事業に要す
る費用

・

3 3 2 3
成年後見制度利用支援事
業

18 1,406 960 446 　成年後見等の市長申立てに要する費用 ・

3 3 2 4
地域自立生活等支援事業
費

18 3,953 4,099 △ 146
　高齢者が地域において自立した生活を送れるよう支援する
ための事業費

・

3 3 2 5
在宅医療・介護連携推進
事業費

18 4,136 4,077 59
　在宅医療・介護連携事業を推進するための相談窓口の設置
や、多職種連携の推進に要する費用（詳細について別紙資料
あり）

13

3 3 2 6 生活支援体制整備事業費 18 9,143 8,943 200
　生活支援体制整備事業を推進するための生活支援コーディ
ネーターの配置等に要する費用（詳細について別紙資料あ
り）

14

－9－ 介護保険



－10－ 介護保険

歳出 （単位：千円）

款 項 目 事業 事業名称
予算
書頁

当　初
予算額
(a)

前年度
予算額
(b)

差   額
(a-b)

説　　　　　明
別紙説
明書頁

3 3 2 7 認知症総合支援事業費 19 924 832 92
　認知症地域支援推進員の活動及び認知症初期集中支援チー
ムの設置等に要する費用（詳細について別紙資料あり）

15

3 3 2 8 地域ケア会議推進費 19 72 72 0 　地域ケア推進委員会等、会議開催時の委員報酬 ・

3 4 1 1 審査支払費 19 199 216 △ 17
　総合事業の請求に関する審査等を行う国民健康保険団体連
合会へ支払う審査支払手数料

・

4 1 1 1
介護給付費準備基金積立
金

19 6 6 0
　介護保険の給付に要する費用について、その支払に不足を
生じた場合の資金に充てるため設置された介護給付費準備基
金への積立金

・

5 1 1 1 利子（介護特会） 20 1 1 0 　一時借入れした場合に発生する利子 ・

6 1 1 1
第１号被保険者還付加算
金

20 550 500 50 　死亡、転出等による過年度分特別徴収保険料の還付金 ・

6 1 2 1 償還金（介護特会） 20 1 1 0
　過年度分介護給付費国負担金・調整交付金・基金交付金・
県負担金等返還金・基金国庫返納金

・

6 2 1 1 一般会計繰出金 20 1 1 0 　一般会計繰入金の過年度分の返還金 ・

7 1 1 1 予備費（介護特会） 20 100 100 0 　予算外の支出又は予算超過の支出に充てるための費用 ・

3,764,036 3,713,956 50,080歳 出 合 計



令和４年度

菊川市介護保険特別会計当初予算

説明資料

別紙　主要事業説明書

静岡県　菊川市





当初予算説明資料 令和４年度・介護特別会計

3 款 2 項 1 目

１ いきいきサロン委託事業　　　31,206千円

２ 介護予防事業のための会計年度任用職員の雇用　　　4,144千円

　事業実施のための保健師、事務補佐員等の雇用

３ 介護予防教室等の実施　　　29千円

４ 介護予防把握事業に関する調査　　　1,531千円

2

予算書
ページ

16 所管部局 R3
健康福祉部 健康福祉部 重点事業

長寿介護課 長寿介護課 新規事業
R4

科目 地域支援事業費 一般介護予防事業費 一般介護予防事業費

事業 0001 介護予防普及啓発事業費

財源内訳

県支出金 介護予防・日常生活支援総合事業交付金 4,130 千円

11,086 4,130 12,788 8,906

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

主
な
財
源

本年度当初予算額 前年度当初予算額 増減額／対前年度比

36,910 千円 32,376 千円 4,534 千円　／ 114.0%

目
的
・
経
緯

地域支援事業交付金

2-2
高齢者が元気にいきいきと暮らせるま
ちづくり

　65歳以上の高齢者が介護が必要な状態にならないよう、早期に介護予防に取り組んでいただく
ために行う普及啓発事業及び介護予防事業等の対象者を把握するための事業を実施する。

　閉じこもり等を予防し、早期に介護予防に取り組んでいただくことを目的に、市内３箇所でサロ
ン事業を行うための委託料

政策総合計画 基本目標 健康で元気に暮らせるまち

　きくがわ体操や菊川いきいき体操を活用した体操教室、介護予防やフレイル予防等をテーマ
とした介護予防教室及び地区サロン等へ歯科衛生士を派遣して行う歯科講座等に要する費用
※保険事業と介護予防の一体的実施事業として実施する費用は市民課で予算計上する。

　75歳以上の人（要介護者を除く）を対象とした、基本チェックリストを郵送して実施する調査
※３年に１度介護予防事業計画の２年目に実施する。

事
業
概
要
等

千円

8,921 千円

繰入金 保健・介護予防一体的実施事業委託金 2,471 千円

支払基金交付金

国庫支出金 介護予防・日常生活支援総合事業交付金 7,646

－11－



当初予算説明資料 令和４年度・介護特別会計

3 款 3 項 1 目

１ 任用職員の雇用　　　9,792千円

２ 地域包括支援センター出張所出向職員負担金　　　10,494千円

３ 地域包括支援センター出張所用車両購入費　　　1,125千円

４ その他経費　　　3,658千円

2

　地域包括支援センター運営委員会委員報酬、地域包括支援センターの主催する研修会講師
謝礼、研修会参加の旅費及び負担金、公用車ガソリン代、携帯電話購入費、電話代及び通知
の郵送代等通信運搬費、電算機器の修繕費、保守料及び借上料、複写機の借上料、在宅医
療介護連携システム負担金並びに事業実施に係る消耗品等の購入費

　小笠地域において地域包括支援センター窓口を設置するための人材確保と今後の地域包括
支援センター運営における人材育成のため社会福祉法人の専門職出向を受けるための負担金

　地域包括支援センター出張所で使用する訪問用軽自動車購入に係る費用（新車購入費、購
入に係る手数料、自賠責保険料）

予算書
ページ

16 所管部局 R3
健康福祉部 健康福祉部 重点事業 〇

長寿介護課 長寿介護課 新規事業
R4

科目 地域支援事業費 包括的支援事業・任意事業費 包括的支援事業費

事業 0001 包括的支援事業費

本年度当初予算額 前年度当初予算額 増減額／対前年度比

25,069 千円 28,677 千円 △ 3,608 千円　／ 87.4%

 

10,741 4,825 9,503
財源内訳

包括的支援事業費等交付金 4,825 千円

国庫支出金 保険者機能強化推進交付金 1,089 千円

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

主
な
財
源

国庫支出金 包括的支援事業費等交付金

2-2
高齢者が元気にいきいきと暮らせるま
ちづくり

　高齢者等が住み慣れた地域で安心して過ごすことができるように、包括的および継続的な支援
を行う地域包括ケアを推進するため地域包括支援センターを設置し、地域の高齢者や家族等から
の介護・福祉等に関する様々な相談を受け付ける。また、医療及び福祉関係者との連絡、調整等
を行う。

　地域包括支援センターフルタイム任用職員（主任介護支援専門員等）の雇用
　高齢者訪問のための保健師等の雇用

政策

目
的
・
経
緯

事
業
概
要
等

総合計画 基本目標 健康で元気に暮らせるまち

9,652 千円

県支出金

－12－



当初予算説明資料 令和４年度・介護特別会計

3 款 3 項 2 目

１ 在宅医療・介護連携支援センター事業　　　3,630千円

２ 在宅医療・介護連携のための研修会等の開催　　　110千円

３ 在宅医療・介護連携推進事業に係る市民向け講演会　　　131千円

４　 菊川市版人生会議ノート「私のこれからノート」の作成　　　248千円

５　 その他経費　会議・研修会等への参加　　　17千円

　国、県等が実施する在宅医療・介護連携推進事業に係る会議及び研修会等への参加費用

2

4,136

県支出金 包括的支援事業費等交付金

地域支援事業費

財源内訳
国庫支出金 県支出金

主
な
財
源

事業 在宅医療・介護連携推進事業費

千円

180 千円国庫支出金 保険者機能強化推進交付金

国庫支出金

千円 千円

その他地方債

594,077

1,317

101.4%

基本目標
高齢者が元気にいきいきと暮らせるま
ちづくり

251

健康で元気に暮らせるまち 政策 2-2

　医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、自分らしい人生を住み慣れた地域で最期まで
暮らし続けることができるよう、関係機関が連携し、多職種が協働する体制を実現するため、介護
保険法に基づき、在宅医療・介護連携推進事業を行う。

　在宅医療・介護連携を支援するコーディネーターの配置や在宅医療・介護連携支援窓口
の運営に係る費用

総合計画

目
的
・
経
緯

事
業
概
要
等

　多職種連携の普及啓発や人生会議ノートについて周知するのための一般市民を対象とした
講演会の開催に係る費用

　市内で従事されている医療及び介護の専門職を対象とした、きくがわ医療・介護連携多職種
研修会の開催に係る費用

増減額／対前年度比

包括的支援事業・任意事業費科目

介護保険保険者努力支援交付金

千円

国庫支出金 包括的支援事業費等交付金 1,592 千円

796

一般財源

0005

2,023 796

千円　／

任意事業費

本年度当初予算額

R4
予算書
ページ

所管部局
健康福祉部

長寿介護課
R3

健康福祉部

長寿介護課
18

重点事業

新規事業

前年度当初予算額
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当初予算説明資料 令和４年度・介護特別会計

3 款 3 項 2 目

１ 生活支援コーディネーター業務委託　　　9,114千円

２ その他経費　会議・研修会への参加　　　29千円

　国、県等が実施する生活支援体制整備事業に係る会議及び研修会等への参加費用

2

予算書
ページ

18 所管部局 R3
健康福祉部 健康福祉部 重点事業

長寿介護課 長寿介護課 新規事業
R4

財源内訳

科目 地域支援事業費 包括的支援事業・任意事業費 任意事業費

事業 0006 生活支援体制整備事業費

本年度当初予算額 前年度当初予算額 増減額／対前年度比

9,143 千円 8,943 千円 200 千円　／ 102.2%

包括的支援事業費等交付金

4,471 1,759

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

2,913

目
的
・
経
緯

事
業
概
要
等

総合計画 基本目標 健康で元気に暮らせるまち 2-2
高齢者が元気にいきいきと暮らせるま
ちづくり

　介護保険法に基づき、地域包括ケアシステムの一環として高齢者が住み慣れた地域で自分らし
く人生の最後まで暮らし続けることができる社会を目指し、生活支援コーディネーターの配置と協
議体の設置をする。「移動支援」・「買い物支援」・「地域サロン・居場所づくり」の３つの課題に重点
を置き、地域でできることを地域住民と形成するとともに、政策的に行うべきことの検討をする。

　多様な主体による生活支援及び介護予防サービスの体制整備を推進し、地域におけるサー
ビスの提供体制や助け合いの社会を構築をするために必要な生活支援コーディネーターの配
置及び協議体を運営するための委託料

政策

主
な
財
源

国庫支出金 包括的支援事業費等交付金 3,519 千円

国庫支出金 保険者機能強化推進交付金 397 千円

県支出金 1,759 千円

国庫支出金 介護保険保険者努力支援交付金 555 千円
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当初予算説明資料 令和４年度・介護特別会計

3 款 3 項 2 目

１ 認知症地域支援推進員事業　　　678千円

２ 認知症初期集中支援チーム事業　　　246千円

　　　専門職の訪問活動及びチーム員会議等に対する報償費、研修参加に関する費用等

2

予算書
ページ

19 所管部局 R3
健康福祉部 健康福祉部 重点事業

長寿介護課 長寿介護課 新規事業
R4

科目 地域支援事業費 包括的支援事業・任意事業費 任意事業費

事業 0007 認知症総合支援事業費

国庫支出金 県支出金 地方債

本年度当初予算額 前年度当初予算額

その他

増減額／対前年度比

924 千円 832 千円 92 千円　／ 111.1%

介護保険保険者努力支援交付金 56 千円

452 178 294

一般財源

主
な
財
源

国庫支出金 包括的支援事業費等交付金 356 千円

県支出金

国庫支出金 保険者機能強化推進交付金 40 千円

財源内訳

包括的支援事業費等交付金 178 千円

国庫支出金

目
的
・
経
緯

事
業
概
要
等

総合計画 基本目標 健康で元気に暮らせるまち

　　　認知症相談会、認知症カフェ事業、認知症ケアパス及び研修参加に関する費用等
　　　アルツハイマー月間に実施する普及啓発事業に係る費用

2-2
高齢者が元気にいきいきと暮らせるま
ちづくり

　認知症になっても、住み慣れた地域で自分らしく人生の最後まで暮らし続けることができる社会
を目指すため、介護保険法に基づき、市民の認知症に対する理解を深め、介護者等の認知症対
応力の向上を目的に、認知症地域支援推進員を４人配置する。また、認知症や認知症が疑われ
る人で医療や介護につながっていないケース等を対象に、多職種による初期支援を包括的かつ
集中的に対応するため、認知症初期集中支援チームを設置する。

政策
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